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社会保障裁判の生きた知恵と理論と運動のノウハウが詰まっている 

 自由法曹団貧困・社会保障問題委員会は２０１８年１１月１２日、藤原精吾団員

の第一線での経験から学び今後の社会保障問題をめぐる裁判と運動の議論を深め、

社会保障に関するベーシックな知識を身に着ける場として講演会を行い、広く参加

を訴えました。 

藤原精吾団員は、１９６７年の弁護士登録以来、堀木訴訟などの社会保障裁判、

国際人権活動などの多方面で活躍され続けています。  

安倍政権下で、年金引き下げ、生活保護基準引き下げなど、あらゆる分野の社会

保障の削減・解体が進められており、これに対して全国各地の弁護団によって、年

金裁判、生存権裁判など社会保障裁判が闘われています。 今、それぞれの裁判運動

の枠を超えて協同し、「格差と貧困」の問題を克服することが求められています。 安

倍政権の現在の社会保障への攻撃と社会保障裁判を通して闘うには、政治的・社会

的・経済的分析、法理論・法解釈、国際人権論、司法の役割論、運動論など新たな

探求が求められています。社会保障裁判の闘いを通じて得られた知恵と理論と運動

のノウハウを学び発展させることが大切です。朝日訴訟と堀木訴訟は過去の歴史で

はありません。のっぴきならぬ生活の必要が運動を生み、運動をさせる、そして、

運動と研究の担い手を育てるのです。 

本講演は社会保障裁判の百科全書であり、一つは「政策形成訴訟」という提起、

自由法曹団員が裁判に取り組む発想と構え、もう一つは現在いろいろなかたちでた

たかわれている社会保障をめぐる裁判、大きく言えば生活保護の基準引き下げ、年

金切り下げ、その他いろいろな社会保障裁判に取り組むにあたってその重要性と取

り組みに学ぶことができます。 

 自由法曹団員とりわけ若手団員、司法修習生、法科大学院生、学生、そして社会

保障に関心をもっているすべての市民の皆さんに、藤原講演をきっかけに議論を深

めることを訴えます。 

自由法曹団 貧困・社会保障問題委員会 委員長 黒岩哲彦

1



講師：藤原精吾 
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2018.11.12 藤原精吾団員 学習会 

「社会保障裁判をたたかう 

～クライシスからレボリューションへ」 
 

１ はじめに 

黒岩哲彦団員の肝煎りでこういう機会をつくっていただいて感謝しています。とりわけ最

近の自由法曹団は社会保障の問題に非常に力を入れていて、これはすごく大事なことだと

思います。ぜひとも新人に社会保障の裁判に参加して欲しいという気持ちを強く持ってい

ます。 

今日、私が話をしようと思ったテーマは二つです。一つは、「政策形成訴訟」という提起。

自由法曹団員が裁判に取り組む発想と構え。もう一つは、現在いろんなかたちでたたかわ

れている社会保障をめぐる裁判、大きく言えば生活保護の基準引き下げ、年金切り下げ、

その他いろいろの社会保障裁判に取り組むにあたってその重要性と取り組みについて、デ

ィスカッションの素材を提供したい、この二つを提起したいと思います。 

 

２ 災害的な社会保障改悪と格差の拡大 

ただ、抽象的なテーマだけ挙げてもあまりピンとこないと思いますので、現在の社会保

障がどのような状態にあるのかということをまず見ておきたいと思います。 

このスライド（資料①）の２頁、３頁、これはつい１０月２６日の新聞に載っていたの

をそのまま引き写した訳ですけれども、この６年間でトータル３兆９千億円の社会保障費

が削減されました。その項目がここにあるように、生活保護費の削減、診療報酬の削減、

介護報酬の削減、年金の引き下げ、医療について言えば高齢者医療制度というのがありま

す。これは国の支出を削って国民の負担を増やしている、国民の負担を重くする。介護保

険の自己負担２割を導入して、施設の居住費や食料費などの負担を増やすということで、

これは社会保障の切り下げというだけでなしに、その結果国民が災害的な打撃を受ける社

会保障攻撃というふうに受けとめる必要があると思います。 

資料①の４頁は民医連新聞に載ったものを載せているのですけれども、国保の保険料が

払えないために医者にかかれない、病人にはなれても患者になれないと、そういう人がた

くさん出て、６３人も手遅れによって亡くなっていることが、民医連の調査で明らかにな

っています。これらは一部だと思うのですけれども、いろんなところで社会保障改悪の被

害がでています。生活保護でも「水際作戦」と言われているように、できるだけ社会保障

を使わせないといった攻撃が続いています。 

資料①の５頁を見ると格差が非常に大きくなっている。単に社会保障給付が引き下げら
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れただけでなくて、貧富の格差がものすごく大きく開いている、国民所得は全体としては

増えているにもかかわらず、雇用者の賃金は逆に減っている。雇い主の社会保障の負担金

は減っている。民間企業の事業所得は増えているというふうに、富める者はますます富む、

貧しい者はますます貧しくなっています。 

それから、資料①５頁の下にも書いてある、今、生活保護引き下げの裁判で論争してい

るように、全世帯のなかの１０分の１の最下層よりも保護費は高くなってはならないとし

て、保護基準を引き下げるという改定がなされている。社会保障の削減で格差をさらに増

やすという政治は市民生活のクライシスを招いています。そこで私たちはこれをどうする

のかということを考えなければならない。 

 

３ 私が社会保障裁判に取り組んだ経緯～労災事件に取り組むなかで貧困を見る（資料①

６頁） 

私の司法修習生（１９期）の頃は、青法協はまだ花盛りでした。丁度、昔の東京オリン

ピック、新幹線が走り始めた年に司法試験の口述試験があったのです。修習中青法協活動

のなかでいろんな社会問題に触れる。とりわけ昭和４０年当時は三井三池など大きな労働

争議があちこちでありました。青法協で、全国金属労組の日本ロール事件の争議現場に見

学に行った。国鉄労働組合があり、春闘でもストを毎年やっていた。そうするとそこに警

官が来て、弾圧を防ぐために弁護士はそこに張りついてくれといわれた。 

ということで、青法協のときに労働事件をやる弁護士になりたいと思ったのです。とこ

ろが私が就職した神戸の弁護士事務所へ行ったら、そこは大手の労働組合は近寄ってこな

い事務所でした。零細労働組合の事件しかなかった。その結果、私が弁護士になって初め

てかかわった労働事件は労働災害の事件です。 

また、日雇い失対労働者の組合（全日自労・全日本失業対策労働組合）の事件があった。

全日自労が求職闘争、「ニコヨン」と言われていた労働者を組織して、非常に劣悪な仕事は

断るという闘争をしていた訳です。そうすると職安行政は全日自労がついてくる失業者は

職安に入れない、仕事を紹介しないというようなやり方をしたので、それはけしからんと

いう裁判、伊丹、宝塚、尼崎、西宮、神戸の職安を被告に、違法行政確認の訴訟を何件も

起こした。それが最初の行政訴訟、社会保障訴訟とのかかわりでした。失対労働者には被

差別部落の出身の方が多くて、そこで就業、教育、生活と貧困がどのように関わっている

のかということをじかに見るきっかけになったと思います。 

 

４ 堀木訴訟に取り組んだきっかけ 

それから、弁護士になって１ヶ月目に「生活と健康を守る会」の活動家が、会員の保護

処分をめぐって神戸市長田区の福祉事務所で所長と交渉していたところ、所長が逃げ出し

たので、コラ待て、と捕まえたら、それが公務執行妨害だと言われて逮捕され、留置場に

放り込まれた。要請があって接見に行ったのですが、「弁解録取中」だとか云って会わせな
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かった。接見拒否処分取り消しの準抗告をして深夜に面会できた。その弾圧事件で、留置

場の中で生活と健康を守る会の会長が警察官に暴行されて肋骨骨折の怪我をしました。事

件は不起訴で釈放させましたが、警察官の傷害について、兵庫県を相手に国賠訴訟を提起

しました。事件を通じて「生活と健康を守る会」の皆さんとのつき合いが始まった。結局、

失対事業と生活保護から、私の弁護士人生が始まったということです。 

「堀木訴訟」は弁護士になって３年目の春に出会い、引き受けたのです。「朝日訴訟」が、

昭和４２年（１９６７年）に最高裁で訴訟終了の判決がありましたが、朝日訴訟の活動家

が全国にいました。兵庫県でも朝日訴訟にかかわった人がいました。中に視覚障害のある

活動家がいて、堀木フミ子さんという方の問題を相談しにきました。堀木さんは、母子家

庭で子どもを育てていて、私は障害福祉年金をもらっている。子どもを育てるのに児童扶

養手当という制度があると聞いたのでもらいに行ったら、あんたには出ませんよと、法律

でそうなっているということで断られた。だけど、全く納得がいかない。私が障害福祉年

金をもらうのと、児童扶養手当を出してもらうのと別問題なのに、なぜ両方やれんという

ことになるのか、納得がいかないとずっと言っていたので、その人を私のところの事務所

に連れて来た。 

その前にはもう少し偉い弁護士にも相談したけれども、その人には、勝ち目がないと言

われた。自由法曹団でももっと大先輩の人などは、国に何か要求するのに裁判所のような

権力機関に行っても無駄やと言われていたと聞いています。ともかくそういうのをやって

みようかというのは若手しかいなかった。朝日訴訟でも大先生に断られて、新井章団員と

か渡辺良夫団員とか、その時はまだ駆け出しの弁護士にようやく引き受けてもらったとい

う経過があったそうです。 

ということで、朝日訴訟の運動にかかわった「生活と健康を守る会」の活動家が堀木訴

訟を私のところに持ち込んだ。堀木訴訟というのは、障害を持った人の訴訟として最初か

ら始まったのです。とりわけ視覚障害を持った人、私などは障害をもった人たちが同じ町

に、例えば電車の駅や街なかに一緒にいるということ自体、ほとんど意識したことがなか

った。堀木訴訟を通じていろんなことを教えてもらったのです。例えば子育てするのにも、

煮物はできるのだけれども、魚を焼いたりするのは目で見えないからできませんとか、食

べ物のおいしさは目で見ておいしいので、私たちにはそういう楽しみがありませんとか、

昔は障害を持った人は、街を歩いていて電柱にぶつかっても「ごめんなさい」と謝れと教

育された。というようなことがあって、堀木訴訟をきっかけに、障害を持つ人の人権や制

度にかかわるようになった。それがまた今、優生保護法の被害の裁判につながって、兵庫

県でも弁護団をつくって、先日、原告４名で提訴したところです。 

 

５ 堀木訴訟での経験と成果 

堀木訴訟は社会保障法をめぐる違憲訴訟です。私は大学で行政法の講義は聴きましたが、

社会保障法の講義はありませんでした。社会保障法は、堀木訴訟が始まってから、とりわ
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け角田豊先生（同志社大学教授）、佐藤進先生（日本女子大学教授）、小川政亮先生はじめ、

何人かの先生にイロハから教えてもらいました。 

ところで、堀木訴訟といったら、みんな知っている、大学で習ったと言う訳です。だけ

ど、何を知っているか。堀木訴訟は最高裁の８２年７月７日の大法廷判決で、社会保障立

法は広範な立法裁量があるから、よほど著しい裁量権の逸脱がない限りは憲法違反の問題

は生じない、憲法１４条についても同様である。その後社会保障の裁判を起こしにくくす

る判例としてずっと使われてきて、今も使われています。老齢加算の事件でも国は援用し

ています。朝日訴訟では行政裁量、堀木訴訟は立法裁量。ところが、今、生活保護基準の

引き下げまで立法裁量というから、それはおかしいと言っています。ともかく堀木訴訟の

判決は、こういう悪い判例をつくった戦犯だという自覚もありますが、同時に判例として

はそうかもしれないけれども、これは権利闘争として大きな前進をかち取ったと考えてい

ます（資料①７頁）。 

公的年金というのが何種類もある訳ですが、違う種類の年金をどのように出すかという

ことについて学者もそれまで勉強したことがなかった。堀木訴訟の弁論で、国側の代理人

は、児童扶養手当であろうと福祉年金であろうと金に色目はないのだから、１個やればそ

れでいいのではないか、税金の使い道は国が決める、と言ったのです。だけど、それは違

う、それぞれの目的に応じて制度があるのだから、制度目的に従って必要な支給はするべ

きである、と反論した。 

堀木さんがなぜ裁判を起こしたのか。納得できない、若いお母さんを同じような目にあ

わせたくないということで裁判が始まったのです。児童扶養手当法の条文（資料①８頁）

に、障害福祉年金をもらっている母親には児童扶養手当は支給しないと書いてあったので

す。すると裁判で勝つには、この条項が憲法違反だというしかない。ということで、資料

①９頁の三つの理由を挙げて、これは違憲性があると。とりわけ私たちは憲法１４条に違

反すると言った訳です。 

資料①１０頁は法学セミナーに載った記事、真ん中が堀木さんで、こっちが障害者団体

の人たちで、これが何十年前の私です。 

裁判の進め方にも工夫をしたのです。視覚障害者の方が大勢傍聴に来ていて（資料①１

８頁）、「書面のとおり陳述」という普通の進め方をしても、後で書面が読めないではない

かという文句を言って、全部口頭弁論にしてくれということを言って裁判所にそれを認め

させた。それから録音して、家へ帰って聞くということが必要だから録音機を使用させて

くれと求めて、それを全部認めさせた。それから、弁護団会議には障害者団体の人たちに

来てもらって、実態がどうか、生活がどうかということを弁護団会議できちんと話をして

もらって裁判を進めるということをやった訳です。その結果が一審判決になったと思いま

す。裁判官は真面目に、障害を持って、しかも子どもを育てている母親がいかに苦しく貧

困かということを具体的に事実認定してくれた。 

障害ある人３人を証人に立てました。それから、当時、全障研(全国障害者問題研究会)
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の委員長をされていた京都大学の田中昌人先生に証言してもらって、これまで障害を持っ

た人が一人前の人間と認められなかったけれども、この裁判で、障害者が自分の権利を主

張して主権者として行動している。裁判所はそれをぜひ認めて欲しいと、こういう証言を

されたのです。その考えはその後もずっと生きていると思います。 

もう一つ、当時、京都の龍谷大学で学生だった竹下義樹さん、中学のときに全盲になっ

たのですが、彼がこういう裁判があると聞きつけて神戸地裁に傍聴に来た。これはまだ一

審をやっている時です。傍聴して、自分はこういう事件をやる弁護士になりたいと一念発

起して司法試験の勉強を始めました。当時は点訳の六法全書もなかった、教科書もなかっ

た。何よりも司法試験管理委員会・法務省が点字での受験を認めていなかった。だから制

度をつくらせるところから始めて、８年かかって司法試験に合格した。もちろん仲間が種々

支援したのですけれども。 

そういうことを経て１９７２年神戸地裁で勝訴判決が言い渡された。私たちにとっても

違憲判決はサプライズでした。そのインパクトの結果、１年で法律改正がされたのです。

法律が変わって併給ができるようになり、受給者が倍になっただけでなしに、手当ての金

額が増えたということで、制度を大きく前進させた。一口で言えば、全盲の堀木さんとい

う小学校も行ってない女性が六法全書を書きかえさせた。最高裁の大法廷で弁論をした。

新井章先生が、裁判官に鶴の一声を聴かせようと、堀木さんが弁論したのです。裁判の判

決では敗訴でも、運動で大きな前進がかち取れた（資料①１１～１５頁）。 

これは朝日訴訟でもそうでした。画期的な一審判決を覆す身もふたもない上級審の判決

だったですけれども、運動で権利の拡大を勝ち取ったのです（資料①１６頁）。 

『社会保障レボリューション』のなかで新井先生が書いておられる。朝日訴訟は生活保

護基準が健康で文化的な水準を満たしていないという訴訟としてたたかわれた事件ですが、

当初、朝日茂さんが言っていたのは、自分が兄から仕送りを受けた中で、６００円しか日

用品費を認めないのはけしからん、「日用品費６００円は低過ぎる」という裁判をしたいと

言っていた。それを提訴までに、患者同盟や弁護団が一緒になって討議をして、単に日用

品費だけの問題にするのではなくて、生活保護基準そのものが低過ぎると、そういう裁判

にしようではないかということになった。新井先生は、どういう争点を立てて裁判に取り

組むかということが非常に大事だと言われます。 

児童扶養手当法を改正したのだから、それで裁判は終わりだと思ったのだけれども、国

の指示を受けて兵庫県知事は控訴した。なぜか。国は、社会保障立法が立法裁量の問題で

あって、裁量を大きく逸脱しない限り違憲ではないという主張を裁判所に認めさせたかっ

た。それで控訴して一審違憲判決の取り消しを求めた（資料①１７頁）。その結果、二審判

決と最高裁判決は政府に忖度して、違憲ではないとした訳です（資料①１９～２０頁）。 

園部逸夫さんという元最高裁判事がいました。判事になる前は、園部さんは調査官だっ

たのです。堀木訴訟が最高裁にかかっていたとき、担当調査官でした。当時は私たち弁護

団が会いたいと言ったらなんぼでも会ってくれたのです。園部さんに上告理由の補充書を
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出しますからと、３通も４通も出して話をして、その時に園部さんが、判決は柿の実の落

ちるころに出るでしょうと言った、と堀木ニュースに書いたら園部さんが叱られたという

エピソードがあります。それ以降は、調査官は代理人弁護士にも会わないようになったと

いうことです。その園部さんが御厨貴さん編の『オーラル・ヒストリー タテ社会をヨコに

生きて』（２０１３年 法律文化社）という本を出しています。園部さんの学者、裁判官当

時の経験を話したのが一冊の本になっていて、堀木訴訟の担当調査官をしていたとき、大

法廷で審理をするにあたって、視覚障害者が盲導犬を連れてくる。車いすの人が車いすで

入る。耳の聞こえない聴覚障害の人が何とかループをつけて欲しい、そういう問題を持ち

込まれて、裁判所としては初めての対応に苦労したと書いてあります。訴訟というのは法

廷の弁論だけではないことを示しています（資料①２１頁）。 

そして、堀木訴訟の一審判決がなぜ勝訴できたのかというと、裁判官の意識を変える、

そのきっかけを掴んだということです。朝日訴訟についても、小中信幸さんという左陪席

裁判官の人が、療養所に足を運んで現場を見、証言を聞いたということが大きな転機にな

ったと書いています。堀木訴訟のときは堀木さんの家へは行かなかったのですけれども、

障害をもって生活している人たちの具体的な証言を聞いたことで意識が変わってきた。そ

れと先程言った法廷の持ち方、障害とこれに伴う貧困が社会保障制度を必要としているの

だということをわかってもらった（資料①２２頁）。 

 

６ 政策形成訴訟への取り組み（資料①２３～２４頁） 

そこで、次のテーマに入るのですけれども、堀木訴訟の経験あるいは朝日訴訟の経験か

ら言って、その事件は原告だけの事件でないということです。社会保障の制度の中でいろ

んな問題点を明るみに出して、その制度を変えなければならないということを訴える裁判

であったということは言えます。 

「人びとは、当局の社会保障にかかわるやり方に納得できない場合に、泣き寝入りをす

るのでなく、裁判上でこのような処分を違法として争い、あるいは処分の根拠法そのもの

を違憲として争うことによって、自らの権利の貫徹や防衛をはかり、さらには行政ひいて

は立法改正そのものを結果として獲得する。」、「そして何より、法廷という公のしかも人び

とに開かれた場で、人民の生活実態と要求が明らかにされ、行政の実態や当局の姿勢が追

及されることになる。」（小川政亮「社会保障裁判」ミネルヴァ書房１９８０年１６頁）。 

 

アメリカ、ナショナル・ロイヤーズ・ギルドのアーサー・キノイ弁護士が『試練に立つ

権利』（１９９１年日本評論社）を書いています。金沢の団員、菅野昭夫さんが訳していま

す。キノイ弁護士が日本へ来て各地で話をしてくれました。「民衆の弁護士」として活動さ

れたいろんな事件の経験が語られています。その中で一番印象に残ったのは、人々が抱え

ている困難な問題がある、権利が制限されている。移民が認められてない、難民として認

めてもらえないとか、いろんな問題が持ち込まれた時に、弁護士は普通、それを裁判にす
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るだけの条文が見当たらないということで立ち止まってしまう。法律の方から事件を見て

しまう。   

学生時代に法律相談部というのをやりましたけれども、法律相談というのは、やってく

る相談を法律の条文にあてはめて、モノになるかならないか決めてしまいます。アーサー・

キノイ弁護士は、それは間違いと言う訳です。困っていたら、何かやれ、“Do something”

その言葉どおり言ったのです。何かやるために法律を見つけるということを、私の師匠、

井藤誉志雄という、昔の『自由法曹団物語』に出てくる戦前からの弁護士ですが、その人

はもともと神戸高商といって、神戸大学の経済学部の前身で勉強していた。そこで、京都

学連事件といって、京大とか関西の学生がマルクス主義の研究会をしていると、治安維持

法で一斉に検挙された。井藤先生はまだ駆け出しだったから検挙されなかったのだけれど

も、先輩が検挙されたので、経済学を学んでいたのですけれども、弁護士になることに決

め、司法試験の勉強をして１年で弁護士になった。農民組合の顧問になって各地の小作争

議の事件を担当した。３．１５事件の弁護団にも加わって、そのため自分が治安維持法違

反罪で起訴され、２年余未決拘禁された。戦後はいろんな労働事件や在日朝鮮人への弾圧

事件の弁護をした。その井藤先生が言うのは、条文から事件を見るのではなくて、問題が

まずあって、その解決に使える条文を見つけるのだということを言われていました。 

それから、もう一つ、アーサー・キノイ弁護士が言ったのは、たたかう民衆に奉仕して、

法技術の能力を役立てるのが民衆の弁護士の任務であるということ。つまり自分の持って

いる法的な能力を何に使うのかということが弁護士としての出発点ではないかということ

です。それはこの本の１６６ページに書いてあるのですが、そのことと、関西学院のスロ

ーガン「マスタリー・フォア・サービス」とが同じだと思います。学問をする、何かを習

得するというのは奉仕のためにするのだと。つまり自分のスキルを人の役に立てるという

ことが勉強する理由なのだということを言った。共通するものがあります。「個人の権利を

擁護することと、反動権力全体に対する戦略的な闘争にかけ橋をかけてやることが民衆の

弁護士の任務の一つである」、こう書いてあります。 

そのように考えるならば、一つの個人の事件を取り組むにあたって、それが民衆全体の

権利、制度を変えていく、そういう問題になる、そのように取り組みをするのが民衆の弁

護士の仕事である、こういうことなのです。それを方程式にするならば、まずは問題。今、

何がこの社会で問題なのか。今一番私が痛切に感じるのは、人びとの暮らしと命、社会保

障の貧困・格差の問題だと思っています。 

宮澤節生先生という、神戸大学で教授をされていた時に知り合って、その後青山学院大

学などあちこちに行かれた法社会学の先生がいます。法解釈学は学問でないと、こう言う

人なのです。アメリカの弁護士には「コーズ・ローヤーズ」というのがいるということを

教えてもらった。彼らは問題を事件だけで解決するのではなくて、事件が起こってくるも

とになる根源のところを変えていくという、そういうローヤーズがいるということを教え

てもらった。それも今まで言ったことと共通の問題だと思います。そして、ここに問題が

9



あるということを発見したら、その問題に取り組むのにふさわしい手段は何なのかと考え

てみる。そのときに訴訟だけに限ることはない。訴訟にしても何も判決で勝つことだけを

目的にすることはないと、これを朝日訴訟も堀木訴訟も全部示していると思います。 

 生活保護の老齢加算の裁判も、軒並み負けていますが、その取り組みによって得られた

成果が、今、保護基準切下げ訴訟に大きな糧になっていると思います。運動としては発展

してきている。弁護団も大きくなってきていて、理論的も充実してきていると思います。 

 

７ 違憲判決を勝ち取るために（資料①２５～２７頁） 

 少し実務に入りますけれども、違憲判決獲得の泉方式というのを紹介しておきます。泉

徳治先生というのは最高裁判事をしていた人で、「一歩前に出る司法―泉徳治元最高裁判事

に聞く」（２０１７年日本評論社）という本を出しています。国際人権法を裁判に適用させ

るために、個人通報制度を導入すべきだと国際人権法学会でも報告をされる、そういうす

ごくいい先生ですね。その先生が違憲判決を勝ち取るための方程式があるということで、

まずは憲法上の基本権、何が侵害されたのか、どのような基本権が侵害されたのか。そし

て、侵害している国の行為が正当なものであるかどうかをテストしようと云う訳です。そ

して、その正当性のチェックをする。通達は法律上の権利制限の根拠でない。ここまでく

れば、生活保護は憲法２５条と生活保護法まではある。保護基準が憲法２５条と生活保護

法に違反することはできない。違反した保護基準というのは当然無効であると言わなけれ

ばならない。 

 泉先生は「夫婦別姓を認めなかった最高裁判決の多数意見は『権利』よりも先に『制度』

を考え、社会、家族を見て「個」が見えない判決になっている」と批判しています。 

 

 次に今、問題になっている優生保護法の問題です。何で遺伝性の障害を持った人に優生

手術をして不妊にしなければならないのか、精神障害のある人をなぜ断種しなければなら

ないのか、あるいはハンセンにかかった人をなぜ中絶させるのか。これは優生保護法の立

法するときの議事録が全部ある訳ですけれども、その中でいくつか人口を抑えなければい

けない。そして劣った人間は淘汰しなければならない。優生保護法の第１条に、不良な人

間を減らすということを法律の目的にしている。誰がそれを決めるのか。どこから不良で、

どこから不良でないのか、そんな簡単に一つの物差しで人間の良、不良を決める訳にいか

ない。第一、それが不良だとしても、現に生きている人を抹殺する、子どもをつくれなく

するという権利を誰が持つのかということです。 

優生思想で、すぐれた人間を残す、劣ったものは消す。犬だとか豚だとか牛などの品種

改良と同じ発想、悪い品種のものは淘汰する。そして、国会の議論では、戦後の食糧難で

人口が増えて困るから、できるだけ増やさないように産児制限をしようと言ったのです。

劣った人はそれを理解しないから、貧乏人の子沢山で、なんぼでも子どもをつくると、そ

うすると逆淘汰になると、提案者の国会議員はこう言ったのです。逆淘汰というのは、劣

10



った人間が増えて、すぐれた人間が減ると、こういう意味です。その対策として強制的に

不妊手術をすることができると、こういう法律をつくった訳です。 

優生思想でそこまでやってよいのか、権力で個人の人権を奪っていいのか、目的と手段

が果たして均衡がとれているのか。差別と人権侵害を「公益上の必要」「公共の福祉」で正

当化した。公益とは何か。それは結局、国家の利益、あるいは企業の利益、そのような考

え方が会社に役に立つ人間とそうでない人間と仕分けする考え方につながっていて、国民

全部がそういう考え方にとらわれてしまうよう法律を作り、行政を行い、教育をした。兵

庫県では「不幸な子どもの生まれない運動」というのまで展開をしてどんどんやったので

す。（㊟２０１９年５月２８日に仙台地裁で言い渡された優生保護法被害国賠判決は、障害

者の基本的人権が侵害されたと言いながら、除斥期間経過で権利は消滅した、法的安定性

の方が優先する、と云いました。そのような発想が裁判所の多数を占めているとすれば、

変えていかなければなりません。） 

違憲判決を勝ち取ることも大事。なぜかといったら、憲法違反だというのは非常にイン

パクトがあります。ただ、基本はそれこそ人々の持っている、これは困る、これは何とか

こうしたい、そういう要求が正当化できるかどうかという、そのために裁判を起こすのだ

と考えるならば、勝訴判決、しかも違憲判決を勝ち取ると、それは言ったら切り札のよう

にはなる。ただ、それだけが勝利ではないということを私たちは知っておく必要がある。 

そのためにどういう取り組みをするのかといったら、法廷のなかでの議論で勝つことも

大事ですけれども、法廷のなかだけで事件は終わるものではないということです。つい先

月の２５日ですか、生活保護の集会、３０００人ぐらいが日比谷野音で集まったそうです

けれども、そういう大きな声が集められて、それが法廷に反映されていることが一つの大

きな要求を支える運動になるということです。 

そして裁判官には、自分はどういう仕事をするのかということを自覚させるのが大事だ。

これもキノイ弁護士は、「裁判官に憲法の擁護者としての使命をますます自覚させることこ

そ、民衆の弁護士の役割だ」と云います。老齢加算や生活保護の裁判では、裁判官がまだ

そこまでたどり着いていない訳ですが、私たちが目指すのは、憲法２５条を具体化させる、

その仕事が裁判官に求められているということを自覚させる。そのためには裁判官にそう

いうモチベーションを持たせるようにしなければならない。そのための働きかけが法廷外

での運動。もちろん法廷内での取り組みもそういうことです。法廷内では憲法２５条につ

いて、学者の意見書を出すというのは、弁護士が単に準備書面を出すだけでは、なかなか

裁判官というのは権威主義ですから、私たちが言っただけではあかんので、大学の教授の

肩書の意見書だったら、アホらしい話だけれども中身一緒でも裁判官はちゃんと見る訳で

す。そういうことで、憲法学者に意見書の作成を頼んでいます。 

国際人権法でも青山学院大学の申惠丰（しん へぼん）先生にも社会権規約の「社会保障

後退禁止原則」について意見書を書いてもらっています。裁判官に、こういう研究がある

のだったら安心して判決を書けるというふうにしたい訳です。 

11



原爆症事件で、大阪高裁で原爆症の判決を書いた裁判官が、後日話したことに、この事

件は原告を勝たせるのは非常に難しいと考えた。そもそも７０年前に被爆したのと、今あ

る、癌だとか心筋梗塞だとか、誰でもなるような病気の原因になっているということにつ

いての、相当因果関係というものを認定するのは非常に難しい。カルテなどはもちろんな

い。疫学調査もまだ発展途上です。それを勝たせるには、被爆の実態をしっかりと受けと

めて、被爆者が今どんな苦しみ、思いをして生きてきているのかということを知る必要が

あるということで、知人の裁判官に呼びかけて広島と長崎の原爆資料館を２～３回見に行

ったという訳です。被爆の実相に触れてモチベーションを高めて、判決を書きましたと。

法理論としては非常に難しいということを率直に言っています。しかし被爆者が体験し、

生きてきた人生を思うとき、原爆症の認定をしなくてはならない、と考えたのです。 

もう一つ引用したのは、今年の１０月号の『世界』に載っている樋口元裁判官、大飯原

発の差止め判決を出した人が書いていることは、裁判官というのは、何も最高裁から言わ

れたから悪い判決を書くわけではない。ただ、みんな自分が目立つのを避けるのだ、突出

したくないのだと大勢に従う。 

そこで、突出しないで内容のある判決を書けるようにするには、社会の大勢がそういう

判決を書くのが当然だという雰囲気を作り、裁判官を動かす必要があるのです。 

それがうまくいったのは原爆症認定の訴訟です。当初の集団訴訟が３０６人の原告。そ

の後、百何十人もまたノーモア・ヒバクシャ訴訟をまだやっていますけれども、原爆症の

事件は２００３年に全国で提訴して、２００６年に第１号の判決が大阪地裁であったので

す。大阪地裁は私が弁護団長なのですけれども、大阪地裁で９人の原告全員が勝ったので

す。長崎の松谷訴訟最高裁判決で、原爆症の認定にも相当因果関係の証明が必要とされた。

放射線被爆と申請疾病との間に「因果関係の高度の蓋然性の存在」を証明することは、医

療過誤の事件を見れば非常に難しい。判決前、一人でも勝ったら勝訴だと考えて旗をつく

っていましたが、全員勝った。それから広島でも全員勝って、次々ともう圧勝ですよ。行

政事件で一般の勝訴率はせいぜい２０～３０％でしょう。原爆症の判決では９０％勝って

いるのです。原爆症認定集団訴訟では、被爆の実相を裁判官に知ってもらうことが裁判官

を動かし、大きな流れが作られた。その流れが裁判官に安心して原告勝訴の判決を書かせ

るに至ったと考えられます。だから、そのような裁判の取り組みが必要だと思います。 

 

８ 今日における社会保障裁判の展望～裁判官の意識を変えるために（資料①２８～３１

頁） 

その次、もう一個のテーマとしての社会保障裁判（資料①２８頁）、これが皆さん今取り

組んでいる裁判だと思いますけれども、現状はこういうことで、１番、２番はよくご存じ、

３番が今、岡山の浅田訴訟でこれは介護保険の事件です。障害者総合支援法で福祉サービ

スが各自治体で実施されるようになっているのですが、年齢が６５才になった途端に、介

護保険優先で打ち切られます。岡山の浅田達雄さんは６５才になるまで障害者福祉サービ
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スで長時間の介護を受けていたのですが、６５才になった途端に、打ち切られました。浅

田さんは、介護保険に切りかえると原則１割の自己負担が生じるので、自己負担できない

と介護保険の申請をしなかった。すると岡山市は介護給付を不支給と通知してきた。「死ね

というのか」ということで裁判起こして２０１８年３月、岡山地裁で勝ったのですね。 

その事件は、今、国の社会保障は全部保険として、年金もそうですけれども、全部自助

努力ということで、保険料を掛けていた人だけが給付を受けられる。自分のお金で社会保

障を買うというふうな仕組みにどんどんしていこうとしています。そこで障害者施策も全

部保険にしてしまおうという考え方で、原則を変えない訳ですね。岡山地裁判決は、原則

を間違っている、憲法違反だとまでは言わなかったのですけれども、介護保険優先ではな

く、給付の調整をするための規定だと云いました。自治体によって介護保険を適用するの

はあまりにも形式的で、障害者支援の考えに反するということで例外を認める自治体が何

ヶ所かはある訳です。それを認めて、原告の人に介護保険でなしに障害者福祉給付をする

ことができるのだという判決を下した訳です。（㊟２０１８年１２月には岡山市の控訴も棄

却されて浅田さんの勝訴判決が確定しました。） 

現在、大きな社会保障をめぐる裁判の中で、老齢年金引下げ訴訟という事件があります。

これまで通りの年金を支払って行くと、年金財政が破綻する。保険料の額では年金給付を

賄えなくなる、そこで給付額を減らさねばならない、そういう理屈です。マクロ経済スラ

イドもその手法の一つです。これは老後を自己責任、自分の蓄えで生きろということです。

しかし、国が社会保障制度として年金を考えるなら保険料を国が集めるのは、本来は公的

な資金（税金）でやるべきものを、お金が出せる人には財源を確保するためにと、そうい

う意味で保険料を集めているのだと切りかえてもらわなければならない。 

その点で、私が和歌山のベンジジンという物質で膀胱がんになった人の労災認定の事件

をやったことがあるのです。その事件は、戦前に発がん性のある染料の原料を扱った人が

２０年、３０年の潜伏期間をおいてがんを発病するのです。昭和１３年ごろに作業をして、

発病が昭和３０年ごろ、膀胱がんになって死んでいく、そういう人が和歌山で多発したの

です。当時、労働省ですが、１０００人近くの労働者の労災認定を拒否した。なぜならば、

発がんに業務起因性はあっても、その業務に従事した時には、労災保険法はまだ制定され

ていない。だから保険の適用はないと言ったのです。それで和歌山地裁で労災認定の裁判

を起こして勝った訳です。 

それはなぜかといったら、労災保険の制度は、労働者が業務上の死傷病になったときに、

生活、家族を保障するための制度（労災保険法 1条）なのだから、保険制度が後でできた

としても、現に労働者が業務上の死傷病になって、必要になったときには労災保険は給付

するべきだ、保険料を掛けている、いないは二の次だという議論をしたわけです。一審勝

って、大阪高裁でも勝って、最高裁でも勝ったのです。だから判例六法の労災保険法の第

１条のところを見てもらったら、和歌山ベンジジン事件というので、最高裁の判決が載っ
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ています。それは制度の趣旨に照らして労災保険施行前であっても、施行後の発病であれ

ば保険を適用することができると、そういう判決です。 

厚生労働省は労働法の学者を動員して意見書を書かせたのです。対抗して私の方は松岡

三郎先生、桑原昌宏先生、脇田滋先生、などにお願いして意見書を出して論争に勝った。 

その事件は労災「保険」というけれども、保険料は要するに財源の調達方法の一つであ

って、制度の趣旨は必要な年金給付・保険給付をするためなのだから、保険加入の有、無

で、保障をする、しないを決めるような問題ではないと、それが公的年金であり、公的保

険であり、民間で売り出している保険とは違うと、こういう議論が最高裁で認められたの

です。 

勝敗を裁判官だけのせいにしてはならない。つまり裁判官は目立ちたがらないから、世

の中の大勢がそうでないと、なかなか思い切った判決を書けない。そのためには、まずは

裁判官を取り巻く社会を変える必要がある。その点で言えば、世の中で生活保護をもらっ

ている人は税金で食っているからうらやましいと言う人がいます。そのような社会意識を

変えなければ、裁判官も変わらない。私たちはこれに取り組む必要がある。そこが一つの

大きなポイントだろう。それを裁判の法廷の中だけでなしに取り組む必要がある。 

もう一つ、裁判官に確信を持って判決を書いてもらうためには憲法２５条。老齢加算の

ときには憲法の先生の何人かに意見書を書いてもらったけれども、それで、まだ、これと

いうような決め手がなかったのです。専修大の棟居快行先生や学習院の青井未帆先生に書

いてもらったけれども、今度、私たちが兵庫の訴訟で、大阪大の高田敏先生は、憲法２５

条と生活保護法の８条２項をじっくり読んで、生活保護法８条２項のこれを超えないとい

うものは決して、岡田調査官解説が、最低生活を超えると削減すべきだという意味ではな

いのだと。もともと最低生活基準というのがなかなか決めにくいから、十分なものを保護

基準として決めなさいよと、そこに重点があって、ただ、むやみにそれを高くしてはいけ

ませんよという意味で「超えないもの」という言葉が使われているだけである、こういう

解釈論を割と細かく展開をしてくれていると思うのです。これは相当説得力のある憲法論

だろうと思っています。 

もう一つは、社会保障の後退禁止原則です。これは老齢加算のときに申惠丰先生に意見

書を書いてもらって、社会権規約でははっきりとそのことがうたわれているではないか。

一般的意見第１９というので言われている。その解釈のもとになっていることを言います

と、国連社会権規約委員会の委員をしていたドイツのアイベ・リーデル先生という社会保

障の学者ですけれども、日弁連で社会権規約の講演をしてもらいました。社会権規約２条

には漸進的達成と書いていて、それは法的義務でない。憲法２５条も国民に具体的権利を

与えたものではない、政治的責務だという議論が幅をきかせている。 

リーデル先生が日弁連で講演したときに言ったのは、条約締約国の義務なのだから、社

会保障を向上させる、保護する、発展させるという義務はまさに条約の法的な義務なのだ。

ただ、世界に百何十ヶ国もあって、それぞれの経済状態・国情が違うので、同じ水準で社
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会保障をしろといってもそれは無理な相談で、それぞれの国はまずは努力をする義務があ

る。努力をしないことは違反だ。努力をした結果、到達したものを後退させるということ

はまさに義務違反なのだ。そのことを書いているのが一般意見の１９の「後退禁止原則」

なのだ。つまり社会権規約の社会保障の権利義務は、政治的責務にとどまるといった解釈

は間違いだということをはっきり言った。その意味で、日本で既に到達している生活保護

の水準を後退させるということはまさに社会権規約違反である。そのことを、２０１８年

５月、国連の人権理事会が任命した３名の特別報告者がそういう意見を日本政府に表明し

ました。それについて、老齢加算の廃止は社会権規約に違反をしていると申先生に意見を

書いてもらいました。それを大阪高裁に出し、これを認めなかったら国際社会から笑われ

ますよ、と言った訳です。そしたら裁判官も、国際人権法の直接適用はできないと言った

けれども、憲法２５条の解釈として、「後退禁止原則」はあるのだということを認めた。但

し、本件は後退禁止原則に照らしても本件は許されるケースにあたるとして、結局請求は

認めなかった。しかし少なくとも憲法２５条の解釈として「社会保障の後退禁止原則」が

あるということを判決に書かせた。老齢加算廃止事件の一つの成果であったと思います。 

ということで、壁を打ち破るためには自己責任論を打ち破る、それから、社会保障の権

利論をやる。社会保障のレボリューションを起こさなければならない。朝日訴訟、堀木訴

訟の時代と比べると社会保障が選挙の最大の争点になり、原告も千倍増えている。弁護団

もすごい。かつて日弁連の人権委員会のなかに社会保障問題調査部会というのをつくって

いた時、メンバーは新井章先生、渡辺良夫先生、池田眞規先生、高野範城先生と私ぐらい。

ショボかった訳です。何でみんなやらんのかなと嘆いていた。今は本当に時代が変わった。

生存権裁判の弁護団会議といったら１００人以上集まるでしょう。大したものだと、私は

それだけ社会の意識が変わり、運動も発展してきていると思うのです。 

皆さんがたの参加を心から待っています。 
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【付録】  各種政策形成訴訟 

1，障害者権利運動の宗家―自立支援法違憲訴訟 

【障害者自立支援法違憲訴訟とは】 

 ２００３年制定された障害者自立支援法では、それまで「措置制度」とされ

てきた障害者福祉制度を自己決定、自立の制度として「支援費制度」とした。

福祉サービスを障害者が自分で買い、その費用を国・自治体が「支援」する制

度に変更された。そして当初国が負担していた支援費を２００５年から自立支

援法 29条で介護給付費などの費用を支給するが、その内 10パーセントは障害

者本人の自己負担とすると定め、「応益負担」を導入した（医療費についても

法 58 条で 10 パーセント負担とした）。その結果福祉制度を利用するものはそ

の頻度や量が多いほど自己負担額が大きくなることになった。 

月額上限額は所得に応じて４段階に分けられていたが、市民税非課税の人でも

月額２万４６００円、それ以上の所得の人は月額３万７２００円の負担上限額

になった。応益負担は障害が重いほど重くなる「障害税」だと言われた。その

結果負担に耐えられず、事業所や作業所を退所したり、通所回数を減らしたり

必要な介護支援を減らしたりすることになった。 

２００８年１０月３１日、全国８地裁に３０名の原告が自立支援法は憲法２５

条と１４条に違反するとの裁判を起こした。その後２次提訴、３次提訴があり、

全国１４地裁７１名の原告となった。 

【基本合意の成立】 

 世論の大きな共感と支持を得、政権の交代もあって、２０１０年１月７日、

応益負担に終止符を打つ「基本合意」が国と原告団、弁護団との間で取り交わ

された。 

厚生労働大臣は「応益負担はやめる。障害者総合福祉法を制定する」との確認

書に署名し、各地裁判所で和解による終結をした。合意した内容は； 

①利用者負担を増やさない、 

②収入認定は本人だけ、 

③介護保険優先原則の廃止、 

④安心して暮らせる支給量を保障し、個々の必要性に応じた決定、 

⑤そのために、障害区分の廃止。 

であった。 

しかし、現在その合意が十分には実行されていない。 

 

    

【障害者自立支援法応益負担違憲訴訟の意義】 
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✦求めたもの  自立支援法７条の応益負担制度の撤廃 

「応益」の違憲性をみとめさせる。 

しかし、自己負担制度は残った（介護保険移行をにらむ） 

一定の所得以下の障害者の負担はさせないことにした。 

 

2，障害があっても普通に暮らせる制度・法律、社会にする裁判 

（1）玉置市立尼崎高裁判 

【1992年 3 月 13日神戸地裁判決】 

 進行性の筋ジストロフィーに罹患している玉置真人君が市立尼崎高校への

進学を希望し、入学試験に合格した。しかし高校の校長は玉置君の入学を不許

可とした。その理由を、車椅子の玉置君を受け入れる教室、エレベーターがな

い。障害の程度が重く、体育の授業に参加できず、学校でも介護を必要とする

が、養護学校ではないから人的・物的条件がない。普通高校においては全課程

を無事に終了する見通しがなく、受け入れは不可能である、と主張した。 

 1991年 6月、玉置君は入学不許可処分の取り消しを求めて神戸地裁に提訴し

た。審理では茂木俊彦都立大教授の、障害児の教育を受ける権利を保障すべき

であるなどとの意見書を提出し、翌 92年 3 月 13日玉置君全面勝訴判決が言い

渡された。 

障害があっても合理的配慮により、普通高校で学ぶ権利を認め、全面的発達の

権利を保障すべきことを命じた。 

 この判決は控訴されず確定したが、玉置君は関西学院高等部に入学し、その

後大学院に進学して宇宙物理学を学んだ。  

 

（2）  下市中学校事件 

平成 21年 6月 26日奈良地裁決定 （「賃金と社会保障」1504号 47頁） 

 

脳性麻痺のため四肢機能に障害のある児童が地元の公立中学校への進学を拒

否された事件 

下市町教育委員会は「特別支援学校への進学が適当」とした。その理由を、①

公立中学の地域には階段、段差が多い、②体重が増加し、車椅子の介助が困難

になる、③学校には危険ならせん階段しかない、とした。 

児童と家族は、教育委員会に対して、当時の学校教育法施行令による「認定就

学者」として公立中学校を指定することを求めた。奈良地裁は教育委員会の判
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断は、本人と保護者の希望と将来の可能性を見ず、現状に固執したもので特別

支援教育の理念に反している。裁量権を逸脱した違法な決定であり、公立中学

校への入学を認めるべきであると判断した。その結果児童は 2学期から中学へ

通学し、その後無事卒業して地元の県立高校に進学した。   

（3）成年後見選挙権裁判 

★東京地方裁判所平成 25年 3月 14日判決（判時 2178号 3頁） 

☆公職選挙法 11 条 1 項 1 号「成年被後見人は選挙権、被選挙権を有し

ない」 

と定めるは憲法 15条 1項及び 3項、43条 1項並びに 44条ただし書に違

反するものであり、無効である。 

  

■平成 25年 5月 27日公職選挙法改正、5 月 31日公布、6月 30日発効 

 7月参議院議員選挙で約 13 万 6000人の被後見人の選挙権回復 

   

 

（4）高松手話通訳派遣裁判 

【高松手話通訳派遣裁判とは】 

 長女が進学を希望する専門学校の保護者説明会に出席するために、高

松市に手話通訳派遣申請をした。しかし市は派遣を拒否した。その理由

は①市の要綱が定める派遣区域は高松市内であり、東京への派遣は区域

外で「特に必要と認める」要件を満たさない 

②市の運用基準が定める教育関係の「入学式、卒業式、PTA、教育相談、

進路相談」は義務教育と高校等に限られ、「専門学校の保護者説明会」

は含まれない 

母は、2012年 2月高松地裁に①手話通訳派遣却下処分の取り消し、②自

費支出した費用 5140円と慰謝料 10万円の支払いを求めて提訴。 

裁判は高松の会だけでなく、全日本ろうあ連盟、全日本難聴者・中途失

聴者連合、全国盲ろう者協会、全通研、日本手話通訳士協会、全国要約

筆記問題研究会などが支援し、弁護団には聴覚障害をもつ弁護士を含む

約 40名の弁護士が加わった。 

2013年 3月厚生労働省が「意志疎通支援事業についてのモデル要綱」を

示し、同年 10 月に鳥取県で「手話言語条例」を制定。2014 年 1 月障害

者権利条約批准。高松市は 2014 年 4 月モデル要綱に沿った内容に要綱

を改正した。その結果地域が香川県内に広がり、県外でも派遣先市町村
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に依頼して派遣できるようになった。派遣対象も「日常生活及び社会生

活を営むのに必要な行為」と広がった。 

【制度変更で解決】 

 高松市が今後この要綱の趣旨に従って誠実に運用することを約束し

て平成 26年 10月 22日高松地裁で和解した。   

（5）中津川代読裁判 

 平成２５年５月１１日名古屋高裁判決 判例時報２１６３号１０頁 

岐阜県中津川市議会議員である Kさんが、在職中に咽頭ガンで声帯を失

い、その後質問や発言に代読を認めるよう議会に要請した。しかし議会

は音声変換装置つきのパソコンを利用する方法のみしか認めなかった。

K さんは中津川市に対して議会が議員活動を制約したことについての損

害賠償を請求して提訴した。 

判決は、議員が議会において自由に発言することは参政権の一つとして

重要な人権であり、パソコンを使えない Kさんにこれを要求することは

違法であると判断し、市に３００万円の慰謝料を支払うよう命じた。  

 

（6）無年金障害者訴訟 

 平成２１年４月１７日東京地裁判決（判例時報２０５０号９５頁） 

 平成３年３月３１日以前は、２０歳以上の学生は国民年金が任意加入

だった。未加入であった学生時代に病気や怪我で重度の障害を負うに至

っても、障害基礎年金が支給されない。そこで国民年金加入が義務化さ

れるまでに重度の障害者となった人たちが全国で多数立ち上がって年

金支給を求める訴訟を提起した。平成１６年３月２４日東京地裁で任意

加入の有無で年金受給権の有無が決まるのは法の下の平等に反し、違憲

との判決を下した。その結果平成１６年１２月「特定障害者に対する特

定障害給付金の支給に関する法律」が制定された。  

     

（7）和歌山 ALS 介護訴訟 

和歌山 ALS介護給付訴訟 （２０１２年４月２５日和歌山地裁判決） 

判例時報２１７１号２８頁 「賃金と社会保障」１５６７号８５頁 

 

 和歌山市内に住む７０代の ALS患者 Aさんが、和歌山市に対して重度

訪問介護の支給量一ヶ月６５１時間（介護保険とあわせて１日２４時間

の公的介護）を求めた訴訟。 
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和歌山市は妻の同居を理由に１日１２時間分の公的介護しか認めず、う

ち重度訪問介護の支給量はわずか一ヶ月２６８時間（１日８時間×３１

日＋２０時間）とした。妻も７０代で足に持病があり、介護できない。

公的介護がない時間帯はヘルパーのボランティア派遣で２４時間の介

護を補っていた。２０１０年９月 Aさんは２６８時間とする決定の取り

消しと２４時間介護の義務づけ等を求めて提訴した。 

２０１２年４月和歌山地裁は和歌山市に対して、A さんの生命・身体・

健康の維持のためには１日当たり１７．５時間、一ヶ月当たり５４２．

５時間の介護必要性があることを認め、これを下回らない支給を義務づ

ける判決を下した。 

これで十分とは言えなかったが、双方控訴せず確定した。その後 Aさん

は５９３．５時間（介護保険と併せて１日約２１．５時間）の決定を受

け、不足部分は介護事業所の善意でまかなっている。 

 

3，優生保護法による障害者強制不妊手術国家賠償請求事件 

優生保護法被害国家賠償請求訴訟 

2019 年 5 月 28 日仙台地裁判決 

1948 年旧優生保護法が制定され、遺伝性の障害をもつ者、ハンセン病罹

患者、重度の精神障害者を「不良な子孫」として医師と審査会の判断で

強制的に不妊手術を行った。1996 年に旧法が改正され、強制手術の項目

を削除して「母体保護法」となるまで 48 年間にわたり、約 2万 6000 人

が強制手術を受け、家族や学校、周囲の強制で「同意」による手術を受

けた人は 10 万人近くいると想定される。 

96 年の法改正後、国連自由権条約委員会などからその補償を行うよう勧

告を受けてきたが、補償立法をしないまま 20 年以上経過した。 

2017 年宮城県で手術の記録を発見した被害者が 2018 年 1 月仙台地裁に

国家賠償を求めて提訴した。これをきっかけに、被害者が裁判に立ち上

がり、仙台地裁二次、札幌地裁、東京地裁、静岡地裁、大阪地裁、神戸

地裁、熊本地裁の 7地裁で 20 名の原告となった。 

 仙台地裁 2019 年 5 月 28 日判決は強制手術の違憲性、リプロダクティ

ブ権侵害を認め、補償立法の必要性を認めたが、手術を受けた後 20 年

の除斥期間（時効と同様）が経過したので権利が消滅したと請求を棄却

した。現在仙台高裁に控訴審が係属している。 

 提訴をみて、政府与党も動き出し、議員連盟を作って補償立法に取り

組み、2019 年 4 月 24 日旧優生保護法による被害者に対する「一時金支
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給等に関する法律」が制定された。訴訟の提起により、その判決を待た

ずに立法がされたという「政策形成訴訟」のパターンである。 

「一時金支給法」の制定により、所期の目的は一応達成された。しかし

その内容は、対象となる者の範囲が手術を受けた本人と狭く、一時金額

も 320万円と被害にみあったものではない。全国の裁判はこれからも続

け、優生手術被害者への補償を十分なものにする運動として位置づけら

れる。 

 そして、この優生保護法被害裁判は、被害者への賠償にとどまる事件

ではない。何よりも、旧法の立法動機となった「優生思想」とのたたか

いである。今も社会に蔓延している障害者についての「優生思想」の誤

りを正し、インテグレーション社会を作っていく運動である。 

 

 

                                 付録終わり 
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堀
⽊
訴
訟
と
は

ど
の
よ
う
な
裁

判
で
あ
っ
た
か

7

19
82
年
7⽉

7日
堀
木
大
法
廷
判
決
の
⼀
般
的
な
理
解

★
「
社
会
保
障
⽴
法
に
お
い
て
は
、
幅
広
い
⽴
法
裁
量
権
が
あ
り
、

著
し
い
不
合
理
が
な
い
限
り
、
違
憲
の
問
題
を
生
じ
な
い
。
」

堀
木
訴
訟
は
、
障
害
者
が
主
権
者
と
し
て
基
本
的
人
権
確
⽴
の
た
め

た
た
か
っ
た
訴
訟

☆
権
利
は
た
た
か
う
者
の
⼿
に
あ
る
と
の
確
信
を
つ
か
ん
だ
訴
訟

あ
ま
り
知
ら
れ
て
い
な
い
成
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☆
公
的
年
⾦
の
併
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る
原
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の
⾒
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し

☆
手
当
支
給
対
象
者
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拡
大

☆
児
童
扶
養
手
当
の
増
額
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⽊
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4
条
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3
号
（
改
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前
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４
条
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給
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件
）

３
項

第
１
項
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ら
ず
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手
当

は
、
⺟
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当
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⺟
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⾦
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︖
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⼠
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児
童
扶
養
手
当
法
４
－
４
－
３
の

違
憲
無
効
を
主
張
す
る
し
か
な
い

9

違
憲
主
張
の
論
点

憲
法

1
4
条
違
反
（
法
の
下
の
平
等
原
則
違
反
）

(１
)障
害
福
祉
年
⾦
と
児
童
扶
養
手
当
で
は
、
給
付
目
的
と
実
質
的
権
利
者
が
異
な
る

(２
)⺟
が
障
害
福
祉
年
⾦
を
受
け
て
い
る
児
童
に
手
当
を
支
給
し
な
い
こ
と
は
児
童
の
差
別
で
あ
る

(３
)障
害
を
も
っ
た
⺟
に
児
童
扶
養
手
当
を
支
給
し
な
い
こ
と
は
、
障
害
者
に
対
す
る
不
合
理
な
差
別
で
あ
る
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堀
⽊
訴
訟
神
⼾
地
裁
判
決

(１
)

神
⼾
地
裁

1
9

7
2
（
昭
和

4
7
）
年

9
⽉

2
0
日
判
決

1
1

�
「
障
害
福
祉
年
⾦
を
受
給
し
て
い
る
⽗
と
、
健
全
な
⺟
と
、
児
童
と
の
3⼈

の
世
帯
に

対
し
て
は
、
障
害
福
祉
年
⾦
と
手
当
と
が
支
給
さ
れ
得
る
の
に
反
し
、
障
害
福
祉
年
⾦

を
受
給
し
て
い
る
⺟
と
児
童
の
み
の
2⼈

の
世
帯
に
対
し
て
は
、
障
害
福
祉
年
⾦
が
支

給
さ
れ
る
の
み
で
あ
っ
て
、
手
当
は
絶
対
に
支
給
さ
れ
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

�
2つ

の
事
例
を
対
⽐
し
て
み
る
と
、
手
当
の
支
給
に
つ
い
て
、
障
害
者
と
し
て
公
的
年

⾦
を
受
け
得
る
者
が
、
⺟
で
あ
る
か
、
⼜
は
⽗
で
あ
る
か
と
い
う
こ
と
、
若
し
く
⺟
が

障
害
者
で
あ
る
か
⼜
は
健
全
で
あ
る
か
と
い
う
こ
と
の
差
違
に
よ
っ
て
、
い
ず
れ
も
前

者
の
⺟
に
対
し
て
は
手
当
が
支
給
さ
れ
ず
、
後
者
の
⺟
に
対
し
て
は
手
当
が
支
給
さ
れ

る
と
い
う
事
態
が
、
本
件
条
項
に
よ
っ
て
惹
起
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
覚
知
さ
れ
る
。
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⽊
訴
訟
神
⼾
地
裁
判
決

(２
)

1
2

(A
)視
覚
障
害
者
世
帯
の
生
活
実
態

(B
)⺟
子
世
帯
の
生
活
実
態

「
そ
う
す
る
と
、
本
件
条
項
は
、
何
ら
合
理
的
な
理
由
が
な
い
に
も
拘
わ
ら
ず
、
・
・
・

視
覚
障
害
者
と
し
て
、
障
害
福
祉
年
⾦
を
受
給
し
て
い
る
者
で
あ
っ
て
、
児
童
を
監
護
す

る
⺟
で
あ
る
と
い
う
地
位
に
あ
る
⼥
性
を
、
⼀
⽅
に
お
い
て
、
同
程
度
の
視
覚
障
害
者
で

あ
る
障
害
福
祉
年
⾦
受
給
者
の
⽗
た
る
男
性
と
性
別
に
よ
り
差
別
し
、
他
⽅
に
お
い
て
、

公
的
年
⾦
を
受
給
し
得
る
障
害
者
で
は
な
い
健
全
な
⺟
た
る
⼥
性
と
社
会
的
⾝
分
に
類
す

る
地
位
に
よ
り
差
別
す
る
結
果
を
も
た
ら
す
も
の
で
あ
る
・
・
・
」
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⽊
訴
訟
神
⼾
地
裁
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決

(３
)

1
3

「
被
差
別
者
で
あ
る
右
⼥
性
の
経
済
的
な
生
活
環
境
は
、
極
度
に
悪
い
の
で
あ
っ
て
、
法

律
に
よ
っ
て
手
当
の
支
給
を
拒
否
さ
れ
て
い
る
当
該
⼥
性
の
被
差
別
感
は
、
極
め
て
大
な

る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
容
易
に
感
得
さ
れ
る
・
・
・
」

「
か
か
る
事
態
を
惹
起
さ
せ
て
い
る
本
件
条
項
は
、
現
⾏
制
度
の
ま
ま
で
は
、
憲
法
第

1
4

条
第

1
項
に
違
反
し
、
無
効
で
あ
る
と
い
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
」
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⼀
審
判
決
の
イ

ン
パ
ク
ト

1
4

☆
国
の
児
童
扶
養
手
当
法
改
正

�
児
童
扶
養
手
当
法

4
条

3
項

3
号
（
併
給
制
限
条
項
）
⼀

部
改
正
（
昭
和

4
8
年
・

1
9

7
3
年

9
⽉

2
6
日
）

�
給
付
対
象
者
の
拡
大

1
7
万
⼈
か
ら

3
0
万
⼈
に

（
う
ち
障
害
者
世
帯
は

1
万

2
0

0
0
⼈
か
ら

2
万

4
0

0
0
⼈
に
）

給
付
額
の
ア
ッ
プ

�
全
盲
の
⺟
が
六
法
全
書
を
書
き
替
え
さ
せ
た
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法
改
正
に
留
ま

ら
な
い

政
策
変
化

1
5

「
福
祉
元
年
」
と
⾔
わ
れ
る
社
会
保
障
制
度
の
⾒
直
し

①
手
当
額
の
引
き
上
げ

4
,3

0
0
円

→
6

,5
0

0
円

/⽉
②
親
・
養
育
者
の
所
得
制
限
緩
和

③
併
給
禁
⽌
の
緩
和
範
囲
の
拡
大
（
⽼
齢
福
祉
年
⾦
、

特
別
児
童
扶
養
手
当
の
受
給
者
）

堀
⽊
さ
ん
提
訴
の
弁

「
私
が
な
め
た
茨
の
道
を
歩
ま
せ
な
い
よ
う
、
こ
れ
か
ら

の
若
い
障
害
者
に
代
わ
っ
て
、
裁
判
に
踏
み
切
る
」
を
実

現
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権
利
運
動
が
も

た
ら
し
た
政
策

変
化

朝
日
訴
訟
の
前
例

1
6

★
朝
日
訴
訟
で
は
生
活
保
護
基
準
の
大
幅
ア
ッ
プ

☆
⽉

6
0

0
円
の
日
⽤
品
費
を

2
7

0
0
円
に

☆
そ
し
て
憲
法

2
5
条
が
生
存
権
を
市
⺠
に
保
障
し

て
い
る
こ
と
、

社
会
保
障
が
権
利
で
あ
る
こ
と
を
⽰
し
た
。

★
堀
⽊
訴
訟
は

障
害
の
あ
る
⼈
が
主
権
者
と
し
て
の
⾃
覚
を
も
つ
大
き

な
契
機
と
な
っ
た
。

そ
れ
は
、
そ
の
後
の
障
害
者
運
動
の
礎
と
な
っ
た
。
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法
改
正
を
し
た

の
に
控
訴
し
た

理
由

1
7

《
兵
庫
県
知
事
は
「
控
訴
し
た
く
な
か
っ
た
」
と
表
明
し

た
》

✦
政
府
は
、
国
⺠
の
ニ
ー
ズ
や
要
求
に
基
づ
い
て
社
会
保

障
制
度
を
作
る
こ
と
を
拒
否
し
た

✦
社
会
保
障
の
恩
恵
論
・
裁
量
論
・
予
算
編
成
権

✦
社
会
保
障
制
度
を
政
府
/財
界
の
都
合
、

に
よ
っ
て
制
度
を
つ
く
る
こ
と
を
正
当
化
し
た
か
っ
た

《
控
訴
は
問
題
の
本
質
を
明
る
み
に
出
し
た
》

堀
⽊
ソ
ン
グ

“⼀
⼈
の
お
か
あ
さ
ん
”

「
国
の
政
治
と
向
か
い
合
っ
て
・
・
・
」
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堀
⽊
訴
訟
最
⾼
裁
判
決

(１
)

昭
和

5
7
年

7
⽉

7
日
大
法
廷
（
上
告
棄
却
）

1
9

１
、
憲
法

2
5
条
は
、
国
が
個
々
の
国
⺠
に
対
し
て
具
体
的
・
現
実
的
に
・
・
・
義
務
を
有

す
る
こ
と
を
規
定
し
た
も
の
で
は
な
い
。

２
，
「
健
康
で
文
化
的
な
最
低
限
度
の
生
活
」
な
る
も
の
は
抽
象
的
・
相
対
的
な
概
念
で

あ
っ
て
、
・
・
・
政
策
的
判
断
を
必
要
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

３
，
公
的
年
⾦
相
互
間
に
お
け
る
併
給
調
整
を
⾏
う
か
ど
う
か
は
⽴
法
府
の
裁
量
の
範
囲

に
属
す
る
。

４
，
給
付
額
の
決
定
も
⽴
法
政
策
上
の
裁
量
事
項
で
あ
り
、
そ
れ
が
低
額
で
あ
る
か
ら
と

い
っ
て
当
然
に
憲
法
違
反
に
結
び
つ
く
と
は
い
え
な
い
。
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堀
⽊
訴
訟
最
⾼
裁
判
決

(２
)

昭
和

5
7
年

7
⽉

7
日
大
法
廷
（
１
３
条
、
１
４
条
）

2
0

１
，
憲
法

2
5
条
の
規
定
の
要
請
に
こ
た
え
て
制
定
さ
れ
た
法
令
に
お
い
て
、
受
給
者
の
範

囲
、
支
給
条
件
、
支
給
⾦
額
等
に
つ
き
何
ら
の
合
理
的
理
由
の
な
い
不
当
な
差
別
的
取
り

扱
い
を
し
た
り
、
あ
る
い
は
個
⼈
の
尊
厳
を
毀
損
す
る
よ
う
な
内
容
の
定
め
を
設
け
て
い

る
と
き
は
、
憲
法

1
4
条
違
反
の
問
題
を
生
じ
う
る
。

２
，
し
か
し
本
件
差
別
が
何
ら
合
理
的
理
由
の
な
い
不
当
な
も
の
で
あ
る
と
は
い
え
な
い
。

３
，
本
件
併
給
調
整
条
項
が
児
童
の
個
⼈
と
し
て
の
尊
厳
を
害
し
、
憲
法

1
3
条
に
違
反
す

る
⽴
法
で
あ
る
と
も
い
え
な
い
。
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堀
⽊
訴
訟
の
総
括

2
1

堀
⽊
訴
訟
中
央
対
策
協
議
会
⻑
宏
事
務
局
⻑

「
判
決
で
負
け
て
も
、
運
動
で
勝
っ
た
」

�
な
ぜ
か
︔

�
制
度
の
変
更
（
六
法
全
書
の
書
き
換
え
）

�
権
利
の
拡
大
︓
受
給
権
者
の
範
囲
、
支
給
額
、
要
件

�
権
利
意
識
を
変
え
、
運
動
の
担
い
手
を
作
っ
た

�
障
害
者
が
主
権
者
に

�
司
法
ア
ク
セ
ス
拡
大
︓
⼝
頭
弁
論
、
手
話
通
訳
、
⾞
椅

子
入
廷

（
園
部
「
オ
ー
ラ
ル
ヒ
ス
ト
リ
ー
」
）
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何
が
堀
⽊
⼀
審
判

決
を
書
か
せ
た
か

審
理
を
通
じ
て
裁
判
官
を
変
え
た

（
朝
日
訴
訟
の
裁
判
官
は
現
場
療
養
所
に
⾏
っ
た
）

★
事
実
と
実
態
を
わ
か
ら
せ
る
（
障
害
者
⾃
⾝
、
調
査
）

障
害
が
あ
る
と
、
は
ど
う
い
う
こ
と
か
（
生
活
・
就
労
・
教
育
・
医

療
）
＋
法
廷
の
持
ち
⽅
（
障
害
者
と
の
出
会
い
）

障
害
が
貧
困
を
生
む
。
平
等
と
社
会
保
障
の
必
要
性
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政
策
形
成
訴
訟
の
可
能
性
︕

朝
日
訴
訟
が
先
輩
（
レ
ボ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

9
頁
）

2
3

�
は
じ
め
に
問
題
が
あ
る
︕
︕

�
A

rt
h

u
r 

K
in

o
i;
 

D
o

 S
o

m
e

th
in

g
!

�
弁
護
士

井
藤
誉
志
雄
︔
事
件
（
問
題
）
の
中
か
ら
条
⽂
を
探
せ
︕

�
「
闘
う
⺠
衆
に
奉
仕
し
て
法
技
術
と
能
⼒
を
役
⽴
て
る
」
の
が
⺠
衆
の
弁
護
士
の
任
務

�
A

rt
h

u
r 

K
in

o
i
“R

ig
h

ts
 O

n
 T

ri
a

l”
1
9
8
3

1
6
6
頁

„M
a

st
e

ry
 f

o
r 

S
e

rv
ic

e
“

�
個
人
の
権
利
を
擁
護
す
る
こ
と
と
、
反
動
権
⼒
全
体
に
対
す
る
戦
略
的
な
闘
争
に
架
け
橋
を
か
け
て
や
る
こ

と
が
⺠
衆
の
弁
護
士
の
任
務
の
⼀
つ
で
あ
る
。

A
rt

h
u

r 
K

in
o

i1
7

5
頁

� �
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政
策
形
成
訴
訟
の
⽅
程
式

2
4

1
，
問
題
の
発
⾒
︔
⼈
び
と
が
何
に
苦
し
ん
で
い
る
か
。
そ
の
原
因
を
⾒
極
め
る
。

C
a

u
se

 L
a

w
y
e

rs

2
,問
題
解
決
に
ふ
さ
わ
し
い
法
的
手
段
を
さ
ぐ
る

✦
訴
訟
に
限
る
こ
と
は
な
い

✦
主
張
を
法
的
に
構
成
し
、
ど
の
よ
う
な
権
利
が
侵
害
さ
れ
て
い
る
か

違
憲
判
決
獲
得
の
泉
⽅
式

3
，
目
標
は
市
⺠
要
求
の
正
当
性
獲
得
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最
⾼
裁
判
所
判
例
を
つ
く
り
だ
す
た
め
の
「
憲
法
訴
訟
戦
略
」 元
最
⾼
裁
判
事

泉
徳
治

2
5

泉
の
３
段
階
違
憲
審
査
論

１
，
憲
法
上
の
基
本
権
の
保
護
範
囲

２
，
そ
の
国
家
⾏
為
が
基
本
権
を
制
限
（
権
利
侵
害
）

３
，
そ
の
侵
害
を
正
当
化
で
き
る
か

(1
)法
律
上
の
根
拠
を
有
す
る
か
（
法
律
の
留
保
）
－
通
達
は
法
律
上
の
根
拠
と
は
云

え
な
い

(2
)手
段
の
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

①
そ
の
国
家
⾏
為
は
規
制
目
的
を
達
成
す
る
手
段
と
し
て
役
⽴
つ
か

（
適
合
性
）

②
そ
の
⾏
為
は
規
制
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
本
当
に
必
要
か

（
必
要
性
）

③
そ
の
国
家
⾏
為
で
失
わ
れ
る
利
益
に
⽐
し
得
ら
れ
る
利
益
は
大
き
い
か

（
狭
義

の
⽐
例
性
）
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重
要
な
の
は
問
題
の
解
決

⇒
裁
判
と
運
動
の
結
合

2
6

�
求
め
る
ゴ
ー
ル
は
判
決
に
お
け
る
勝
訴
に
限
ら
な
い

�
訴
訟
は
⼀
手
段

�
基
本
は
「
要
求
」
を
い
か
に
実
現
す
る
か
（
社
会
的
正
当
性
の
獲
得
）

�
法
廷
は
権
利
侵
害
を
告
発
し
、
要
求
の
正
当
性
を
主
張
す
る
場

�
要
求
の
担
い
手
が
裁
判
を
支
え
て
⾏
く
運
動
に

�
法
廷
の
内
外
を
結
び
つ
け
る

�
「
主
戦
場
は
法
廷
の
外
」
と
は
ち
ょ
っ
と
違
う

�
傍
聴
は
裁
判
官
を
緊
張
さ
せ
る
。
要
請
署
名
も
同
じ
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裁
判
官
を
変
え
る

2
7

�
裁
判
官
に
憲
法
を
守
る
使
命
を
⾃
覚
さ
せ
る

�
「
連
邦
憲
法
の
擁
護
者
と
し
て
の
使
命
を
ま
す
ま
す
⾃
覚
さ
せ
る
こ
と
こ
そ
、
こ
の
事

件
に
お
け
る
⺠
衆
の
弁
護
⼠
の
役
割
だ
」

K
in

o
i 
1

8
1
頁

�
裁
判
官
の
判
決
へ
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
⾼
め
る

�
✦
原
爆
症
事
件

M
裁
判
官
の
⾔
動

�
✦
ほ
と
ん
ど
の
裁
判
官
は
「
目
⽴
ち
た
が
ら
な
い
」
・
・
・
明
確
な
圧
⼒
や
出
世
欲
が

な
く
て
も
、
「
何
よ
り
も
少
数
派
に
な
る
の
を
恐
れ
る
⼈
た
ち
で
あ
る
か
ら
、
多
数
派

が
こ
ち
ら
に
な
り
そ
う
だ
と
い
う
雰
囲
気
作
り
は
何
よ
り
も
有
効
な
裁
判
の
⽅
向
付
け

と
な
る
」
（
「
原
発
訴
訟
と
裁
判
官
の
責
任
」
樋
⼝
英
明
元
裁
判
官

大
飯
原
発
運
転

差
⽌
判
決

世
界

2
0

1
8
年

1
0
⽉
号
）
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社
会
保
障
政
策
形
成
訴
訟
の
最
前
線

2
8

１
，
生
活
保
護
基
準
引
き
下

げ
違
憲
訴
訟

２
，
⽼
齢
年
⾦
減
額
違
憲
訴

訟
3
、
介
護
保
険
優
先
原
則
違

憲
訴
訟

2
9
都
道
府
県
で
原
告

1
0

0
0
⼈

1
8
年

1
0
⽉
の
再
引
下
げ
に
審

査
請
求

全
国

4
3
都
道
府
県

原
告

5
0

0
0
⼈

弁
護
団

3
5

0
⼈

（
岡
山
・
浅
田
訴
訟

1
8
年

3
⽉

1
4
日
岡
山
地
裁
勝
訴

控
訴
審
係
属
中
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社
会
保
障
裁
判

は
な
ぜ
困
難
か

2
9

◆
裁
判
官
だ
け
の
せ
い
に
し
て
は
な
ら
な
い

―
―

―
裁
判
官
の
意
識
は
社
会
の
多
数
意
⾒
の

反
映
（
目
⽴
ち
た
が
ら
な
い
）

◆
社
会
保
障
を
取
り
ま
く
風
潮

―
―

―
「
⾃
⼰
責
任
論
」
「
税
⾦
の
ム
ダ
論
」

「
⾃
分
は
関
係
な
い
論
」
な
ど

◆
憲
法

2
5
条
論
の
未
成
熟

社
会
保
障
の
権
利
へ
の
理
解

生
活
保
護
基
準
の
法
規
範
論
、
年
⾦
と
保
険
⽅
式
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い
の
ち
の
と
り
で
兵
庫
訴
訟
の
取
り
組
み

◆
社
会
権
規
約
の
活
⽤

社
会
権
（
社
会
的
経
済
的
文
化
的
権
利
に
関
す
る
国
際
規
約
）
９
条
以
下

✦
社
会
保
障
の
権
利
を
保
護
・
尊
重
・
発
展
さ
せ
る
条
約
上
の
法
的
義
務

目
標
に
向
け
て
努
⼒
す
る
法
的
義
務

到
達
し
た
社
会
保
障
⽔
準
を
理
由
な
く
後
退
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
義
務

⼀
般
的
意
⾒

1
9

申
惠
ボ
ン
意
⾒
書

⇒
大
阪
⾼
裁
平
成

2
7
年

1
2
⽉

2
5
日
判
決

憲
法

2
5
条
の
内
容
と
し
て

◆
⾼
田
敏
教
授
意
⾒
書

［
岡
田
調
査
官
解
説
「
こ
れ
を
超
え
な
い
」
の
誤
り
］

憲
法

2
5
条
か
ら
生
活
保
護
法
８
条
２
項
「
最
低
限
度
の
生
活
の
需
要
を
満
た
す
に
⼗
分

な
も
の
で
あ
っ
て
、
且
つ
こ
れ
を
超
え
な
い
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
を
解
釈
す
る

3
0
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壁
を
う
ち
破
る
た
め
に

3
1

1
，
自
⼰
責
任
論
の
克
服

貧
困
の
現
実
を
⾒
る
（
⾼
齢
者
、
障
害
者
、
⺟
子
、
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
の
生
活
）

社
会
保
障
の
必
要
性
を
学
ぶ
︔
歴
史
を
学
ぶ

社
会
構
造
が
貧
困
を
生
む
こ
と
を
学
ぶ

2
，
あ
る
べ
き
社
会
保
障
権
論
を
構
築
す
る

憲
法

2
5
条
を
中
⼼
に
、
憲
法
が
⼈
び
と
の
生
き
る
権
利
を
ど
の
よ
う
に
保
障
し

て
い
る
の
か
、
裁
判
官
が
使
え
る
法
理
論

✦
憲
法

2
5
条
と
健
康
で
文
化
的
な
生
活
基
準
の
設
定

✦
社
会
権
規
約
上
の
社
会
保
障
の
権
利
と
後
退
禁
止
原
則
を
裁
判
規
範
に

3
，
運
動
の
進
め
方
が
大
事
（
仲
間
を
増
や
す
）

✦
生
保
受
給
者
の
み
の
問
題
で
は
な
い

―
―
最
賃
、
課
税
⽔
準
、
医
療
費
・
介

護
費
・
障
害
者
⾃
⽴
支
援
給
付
の
⾃
⼰
負
担
額
ア
ッ
プ
、
皆
の
生
活
問
題
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社
会
保
障
制
度
の
必
然
性

誰
も
が
避
け
ら
れ
な
い
生
活
危
機

１
，
⼈
の
⼀
生
は
、
生
⽼
病
死

２
，
障
害
者
８
０
０
万
⼈
、
家
族
含
め
３
０
０
０
万
⼈

⾼
齢
⾃
体
が
問
題
な
の
で
は
な
い

３
．
ロ
ー
ル
ズ
︔
「
無
知
の
ベ
ー
ル
」

４
，
貧
富
は
本
⼈
の
努
⼒
の
結
果
か

５
，
働
い
て
も
所
得
の
低
い
⼈
、
親
か
ら
相
続
し
な
い
⼈

６
，
格
差
の
発
生
︔
ピ
ケ
テ
ィ

経
済
の
仕
組
み
を
知
る

→
「

2
1
世
紀
の
資
本
」

資
本
の
利
回
り

》
賃
⾦

マ
ル
ク
ス
は
ど
う
⾔
っ
て
い
る
か

「
資
本
論
」

3
2
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こ
れ
だ
け
は
判
ろ
う

3
3

�
社
会
保
障
と
は
、
社
会
構
造
か
ら
生
ま
れ
る
貧
困
へ
の
社
会
的
対
応

�
「
貧
困
」
の
発
⾒
︔
チ
ャ
ー
ル
ズ
・
ブ
ー
ス
、
Ｂ

.Ｓ
.ラ
ウ
ン
ト
リ
ー
の
研
究

�
・
雇
⽤
に
基
づ
く
貧
困

6
8
パ
ー
セ
ン
ト

�
・
病
気
・
⺟
子
家
庭

1
9
パ
ー
セ
ン
ト

�
・
飲
酒

1
3
パ
ー
セ
ン
ト

�
現
在
⽇
本
の
派
遣
労
働
・
不
安
定
雇
⽤
、
失
業
、
貧
困
に
よ
る
病
気
・
障
害
・
教
育
程
度
に
よ
る
貧
困
は

上
記
研
究
結
果
と
大
差
な
い

（
生
活
保
護
受
給
者
の
ラ
イ
フ
ヒ
ス
ト
リ
ー
を
知
ろ
う
）

�
富
の
偏
在
に
よ
る
貧
困
ー
ー
な
く
す
た
め
に
は
所
得
の
再
分
配
、
累
進
課
税
（
ロ
イ
ド
・
ジ
ョ
ー
ジ
「
国
家
予

算
は
⼈
⺠
の
た
め
に
」

累
進
課
税
の
導
入
）

�
⽇
本
に
は
真
の
社
会
保
障
制
度
は
未
だ
な
い

�
ー
ー
企
業
に
囲
わ
れ
た
⼀
生
（
の
つ
も
り
）
そ
れ
が
崩
壊
し
た
。
し
か
し
代
わ
る
セ
イ
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
な
い
。

�
⾼
齢
者
（
年
収

2
0
0
万
円
以
下
が

5
3
％
、
障
害
者
（
年
収

1
2
0
万
円
以
下
が

7
6
％
）
、
年
収

2
0
0
万
円
以
下
が

1
0
9
0
万
⼈
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貧
困
を
進
め
る
医
療
費
・
生
活
保
護
・
年
⾦
制
度

�
生
活
保
護
捕
捉
率
は

1
0
．

8
パ
ー
セ
ン
ト
（

1
8
％
と
す
る
⾒
解
も
あ

る
）
。
ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
、
イ
ギ
リ
ス
な
ど
と
⽐
べ
る
と
極
め
て
低

い
。

�
●

8
0
0
万
⼈
の
⼈
が
生
活
保
護
基
準
以
下
で
暮
ら
し
て
い
る

�
公
的
年
⾦
は

3
8
2
3
万
⼈
が
受
給
し
て
お
り
、
内
約

2
1
0
0
万
⼈
を
占
め
る

国
⺠
年
⾦
と
通
算
⽼
齢
年
⾦
の
⽉
額
は

5
万
円
〜

6
万
円
で
あ
る
。
厚
生

⽼
齢
年
⾦
受
給
者

1
3
5
8
万
⼈
の
平
均
受
給
額
は
約

1
5
万
円
で
あ
る
。

●
大
半
の
⼈
が
公
的
年
⾦
だ
け
で
は
生
き
て
い
け
な
い
。

国
保
料
が
払
え
ず
、
無
保
険
と
な
っ
た
⼈
、
窓
⼝
負
担
の
支
払
い
が
困
難

で
病
院
に
⾏
け
ず
、
「
手
遅
れ
死
」
と
な
っ
た
⼈
が

2
0
1
7
年
だ
け
で

6
3
⼈

も
い
た
。

3
4
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⺠
主
主
義
の
「
⺠
」
は
庶
⺠
の
⺠
だ

（
花
森
安
治
）

ぼ
く
ら
の
暮
ら
し
を
な
に
よ
り
も
第
⼀
に
す
る
と
い
う
こ
と
だ

ぼ
く
ら
の
暮
ら
し
と

企
業
の
利
益
と
が
ぶ
つ
か
っ
た
ら

企
業
を
倒
す
、
と
い
う
こ
と
だ

ぼ
く
ら
の
暮
ら
し
と
、
政
府
の
考
え
⽅
が
ぶ
つ
か
っ
た
ら
、

政
府
を
倒
す
と
い
う
こ
と
だ

そ
れ
が
本
当
の
「
⺠
主
主
義
」
だ

56



終
わ
り
に

第
4
権
と
し
て
の
市
⺠
運
動
に
手
を

3
6

１
．
人
権
に
か
か
わ
る
社
会
問
題
は
常
に
身
の
回
り
に
あ
る

２
，
市
⺠
の
生
き
づ
ら
さ
、
社
会
が
生
ん
で
い
る
問
題
を
解
決
す
る
た
め
に
、
法
律
専
門
家
と
し
て
生
き
る
意
味
を
ど
こ
に
求
め
る
か
。

☆
何
が
社
会
的
正
義
か
を
考
え
る
。
少
数
者
の
人
権
は
議
会
で
守
れ
る
か
。
現
在
の
社
会
制
度
や
法
律
制
度
と
そ
の
運
⽤
の
問
題
点
を

と
ら
え
る

☆
⽴
法
・
⾏
政
・
司
法
に
直
接
影
響
⼒
を
持
て
な
い
人
が
使
え
る
第

4
権
の
構
築

3
，
市
⺠
の
困
難
解
決
の
た
め
、
ど
の
よ
う
法
的
取
り
組
み
が
可
能
か
、
市
⺠
運
動
の
中
で
。

こ
れ
で
お
し
ま
い
。

ご
清

聴
に

感
謝
！
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が
ん
ば
っ
て
ね

3
7
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1 

別紙 

2018 年 11 月 12 日 自由法曹団 社会保障学習会 藤原精吾 

「政策形成訴訟の可能性とその理論化」 

✦政策形成訴訟の必要性

⼀般市⺠は直接⽴法に参加したり、⽴法に影響を与えたりできない。 
それができるのは、政権党を支えている経済界、業界団体、既存の政治家
などであり、⼀般市⺠はそれから遠い位置にある。 
✦「政策形成」とは何か

「政策」とは、特定の要求が社会的正当性を認められ、法制化ないし行政
化によって権利として存在することである。 
嫌煙権に基づく法的規制、環境権に基づく排ガスなどの大気汚染、排水規
制、産業廃棄物規制、子どもの権利に基づく学校でのいじめや家庭での虐
待防止の法制度など、最近数十年間の間にこれらの権利が「政策」として
⽴法され、実行されるようになっている。 

多数の例があるが、「いじめ防止対策推進法」、「児童虐待防止法」、 
「過労死防止対策推進法」、「ヘイトスピーチ防止対策法」など・・・ 

法社会学者は「権利」を「合法性」という権力資源と定義し、政策形成過
程を「合法性という権力資源の獲得をめぐる政治過程」と定義している。 
そして、訴訟という司法⼿段が、市⺠にとって要求の正当性を社会的に認
めさせ、「合法性」をかちとるために使われる時、それを「政策形成訴訟」
と呼ぶことができる。 
✦「合法性」という権力資源を獲得する手段には、①⽴法、②行政権の行
使、③司法機関による判決という 3 つのチャンネルがある。
しかし、⼀般市⺠が①、②に参画するチャンスは乏しい。そして③では、我
が国の司法は、法律や行政の抽象的違憲性を争う訴訟を認めず、裁判は現
行法制度を前提とし、原告に訴えの利益がある個別の法的紛争単位でしか
提起できず、かつ判決の効力は当該事件にしか法的に及ばないという制度
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的制約がある。そのため、これまでの歴史では訴訟過程を利用した「政策
形成」が意図的に提起されることが少なかった。 
しかし、あらためて現代法制度の歴史を振り返って見ると、少なからぬ訴
訟が「政策形成」の役割を担ってきたことが明らかになる。 
それが、環境権、日照権、プライバシーの権利、医療における自己決定権、
子どもの権利などにかかわる訴訟である。 
例えば現在係属中の「優生保護法被害国家賠償請求事件」は、被害者への
損害賠償を請求すると共に、訴訟運動を通じて「優生保護法被害者補償⽴
法」を実現することを目的としている。 
✦本講義は訴訟によって政策が形成（変更）され、市民の要求が「合法性」

という権力資源を獲得出来る可能性を明らかにし、それが成功するための

条件は何かを探ろうとするものである。 

✦訴訟という手段の特徴

（1）現に行われている法制、行政、実務慣行、社会慣行が正当でなく、原
告の要求こそが合法性（正当性）をもつことを出発点とする。 
そのために使われる主張のレベルを云えば、 
①行政や実務慣行、社会慣行については、その法律違反、解釈の誤り
②法制、法律に基づいて行われている行政や実務については、その違憲性、
日本が加入し、順守すべき国際（人権）法違反
となる。
（2）訴訟という⼿段の制約から、訴訟で勝つためには何らかの実定法規範
に基づいて、現状が正当性を有しないという論理を組み⽴てる外ない。
それに加え、⽴法裁量、行政裁量、違憲判断の壁を裁判官が乗りこえると
いうヒューマンファクターが介在する。
（3）⼀方、訴訟という⼿段ならではの特徴もある。
①訴訟内容が社会的関心の高いテーマに関するものであれば、マスメディ
アによる報道を通じて注目を集めることができる。
②そのためにも集団訴訟、訴訟を支える支援運動の果たす役割が大きい。
③原告がわずかでも、訴訟が同じ要求をもつ市⺠運動の象徴としての役割
を果たすことができる。朝日訴訟、ハンセン病訴訟、優生保護法被害訴訟
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④訴訟を提起することを通じて、当事者の権利意識を形成する。
朝日訴訟、堀木訴訟、原爆症認定訴訟など。被爆者は自身を世間にさらし
て被爆の実相を訴えることにより、加害者を告発し、自らの要求が社会全
体の要求となることを説得する。被害者の社会的告発が、自己認識と権利
意識を形成し、それにより社会意識の変換をうながす。
⑤社会意識の変換が裁判官の意識の変革をもたらす（可能性がある）。そこ
に裁判のフィードバック機能が認められる。（非嫡出子の相続分違憲訴訟） 

訴訟が政策形成につながるプロセス 
（1）裁判のプロセス自体が政治的プロセスとなる。
優性保護法被害者訴訟や HIV 訴訟、原爆症認定訴訟など
①被害事実の告発
②行政資料の発掘、開示、再評価
③⽴法府を動かす、救済⽴法の動き
④報道による社会的関心の広がり
⑤訴訟において、過去の事実経過の集約と検討と批判、⽴法事実の検証
⑥歴史的事実の再検討と批判
（2）勝訴により被害者がカミングアウトできる状況を作る

ハンセン病訴訟  権利意識の形成、社会意識の変換
（3）「新しい権利の形成」には必ずしも勝訴判決が必要ではない 
 中国残留孤児事件、学生無年金事件、朝日・堀木訴訟 
すなわち、政策形成訴訟のプロセスが「合法性」「社会的正当性」「権利性」
という権力資源を獲得するプロセスとなってきた。 
◆政策形成訴訟の出発点は、現代社会の現状に対して、「人権」の観点から
異議を唱えることにある。法律家の使命は市⺠の発する異議が法的正当性
を獲得することにその能力を使うことである。

【「政策形成訴訟」に関する参考文献】 
1，「法と⺠主主義」日本⺠主法律家協会 2008 年 1 月号では、中国残留孤児
訴訟、トンネルじん肺根絶訴訟、原爆症認定集団訴訟、薬害肝炎訴訟の 4 事
件を政策形成訴訟として掲載している。 
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2，「政策形成訴訟  中国『残留孤児』の尊厳を求めた裁判と新支援策実
現の軌跡」2009 年 
3，小川政亮編 「社会保障裁判―戦後社会保障運動の発展―」 

ミネルヴァ書房 1980 年
4，新井章「体験的憲法裁判史」岩波 1992 年 
5，井上・藤原ほか「社会保障レボリューション」高菅出版 2017 年 
6，宮澤ほか「法システム入門―法社会学的アプローチー」第 4 版 

信山社 
2018 年 

7,  「試練に⽴つ権利 ある⺠衆の弁護⼠の物語」 アーサー・キノイ著 
菅野昭夫訳  原著 Arthur Kinoi “Rights On Trial”

  日本評論社 1991 年
8，「障がい者差別よ、さようなら！」障害と人権全国弁護⼠ネット編

生活書院 2014 年
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